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民法による対処（紫が修正部分、緑は疑問部分）
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通常、他人に自分の物を壊されたり、怪我を負わされたりした人は、709条に基づいてその損害の賠償を請求することができる。
またこれ以外にも、723条において、名誉毀損の場合には、適当な処分を命ずることができるとしている。（差し止めが認められる場合もある

今回は、709条が中心となります。


条文にある、「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害」することを不法行為という。

不法行為を行った人はその損害について賠償する責任を負うことになる。

損害賠償とは、他人に与えた損害を填補することであり、709条による損害賠償は、契約法から来る原状回復という理念に基づいて行われる。

原状回復というのは、損害が発生する前の状態に戻すということを意味しており、例えば怪我をして治療費が10万円かかったときには、その10万円を賠償することで原状回復を図ることになる。（図を描く）
売買契約の不履行などと異なり不法行為は、身体に対する侵害であることも多く、それによってもたらされる不利益は、死亡という結果であることもある。このように、物理的に原状回復することが不可能なことが多いので、金銭によって損害の填補をすることとしている。

これにより、加害者は、被害者の状態を損害受ける以前の状態に回復させなければならず、そのために必要な金銭等を損害賠償という形で全額支払うことになる。

ちなみに、

物の損害→債務の債務不履行の場合と同じ発想で処理可能
傷害の場合→治療にかかった医療費、入院して仕事を休まなければならなかったとすれば、その間に得られたはずの収入、精神的損害などを損害と考える。

また今回の事例では、事故を起こしたタクシー運転手と（運搬されてきた時に、適切な治療をしなかったという）医療ミスをした医者という二人の加害者がいるので、719条の適用も考えることができる。


前段後段の説明→719条の紛争類型の説明を軽く
本事例は、損害一体型である（？）
（前段）
2人の者が、それぞれ加害行為を行い、それぞれ生じた損害との間には、事実的因果関係なし。しかし、連帯して全損害について賠償責任を負わせるべきことを定めている。
例えば、右腕をＡが、左腕をＢが折った場合。

（後段）
2人の加害行為と損害との間に事実的因果関係があるのか不明であるにもかかわらず、連帯して全損害について賠償責任を負わせるべきことを定めている。

（加害者不明の場合）


たとえば、二人がかりで他人を殴って怪我を負わせた場合のように、複数の加害者が共謀して不法行為を行ったときは709条ではなく、719条の共同不法行為が成立する。

判例では、上記のように加害者間に共謀などの意思疎通がない場合でも、客観的にみて共同性が認められれば、719条を適用する事例もある。
なおこれは、客観説の立場だが、独立不法行為競合型（独立の不法行為が偶然競合したに過ぎない場合）と明確に区別する基準として、他に主観説がある。主観説だと、意思疎通が無く、各自が他人の行為を利用し、他方、自己の行為が他人に利用されるのを任用する意思を持っていなければ、719条1項が適用されないという考えもある。
719条により、複数人に賠償責任を負わせる場合、719条に、「各自が連帯して」とあるため、各人は「連帯債務」という債務を負う。この場合、債権者は連帯債務者の一人または数人あるいは全員に対して賠償額の全額を、同時または順次に請求することができる。
債権者は請求する相手を任意に選べるため、たとえ債務者の一人が無資力であったとしても、他の債務者に全額を請求することも可能である。これにより、賠償額を回収できる可能性が高まるため、連帯債務は債権者である被害者に有利な制度であるといえる。
（ちなみに、719条は不真正連帯債務）
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Ａが債権者、Ｂ、Ｃ、Ｄが債務者である。ちなみに、Ａは債務者に対して、Ｂに300万、Ｃに200万、Ｄに100万請求してもよい。
例えば、過失割合にしたがって定められる自己の負担部分を超えて賠償した場合には、ＢからＣに求償することも可能。

共同不法行為の加害者間には、過失の割合に応じた求償が認められる。求償が認められる理由は、

１.もし認められなければ、誰も進んで賠償しようとしなくなる→被害者保護にかける

２.加害者間の公平にかなう
被害者側に過失があった場合

下の具体例で十分であれば、上はなくすつもりです。それか、上を残して下を消すか。

　このように、被害者にも過失があり、損害が発生してしまった場合にも、原状回復の原則に基づいて、加害者に全額負担を負わせることには問題がある。高校生が交通量の多い道路にふざけて飛び出して車に轢かれた事例を考えると、その場合には被害者側にも過失があると考えられる。このような場合にまで、車の運転手に全部負担させるのはおかしい。
そこで、民法には、損害の公平な分担を実現するため、722条2項に過失相殺の規定がある。これにより、被害者の過失分について賠償額を減額することができる。

たとえば、B・C・DがAに600万円の連帯債務を負うとき、AがBに600万円全額請求しても良いし、B・C・Dにそれぞれ200万円ずつ請求しても良い。
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＜民法722条2項＞


　被害者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の額を定めることができる。














＜民法709条＞


故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。








＜民法719条＞


数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたかを知ることができないときも、同様とする。





行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適用する。


なお、今回は、1項について問題となるので、２項については説明を省略させて頂きます。








連帯債務のイメージ図
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例えば、


①Ｂが車を酔っ払い運転していて歩道を乗り上げ、歩行者を死亡させた。


②自動車を運転中にわき見したところ、左右を確認しないで飛び出してきた人と衝突し、死亡した。


この場合、被害者にも責められるべき点があるので、交通事故による死亡という損害が発生したとしても、賠償すべき金額が同じだとするのには公平ではないように思える。








紛争類型


①加害行為一体型→719条前段適用


②損害一体型→後段類推適用


③独立不法行為競合型→709条


④加害者不明型→後段適用


喋るか不明部分！？
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